
北 海 道 下 川 町 
 

「環境未来都市」構想推進国際フォーラム 

平成２４年２月２１日 

 森林を造り、未来を創る 
～人が輝く森林未来都市しもかわ～ 



下川町の森林共生低炭素社会構築 

◇人      口： ３，６４４人 （平成24年1月末） 

◇高齢化率： ３７．２％ 

◇町の面積： ６４４．２ｋ㎡ （東西20km、南北30ｋｍ） 

◇森林面積： ５６９．８ｋ㎡ （町面積の88％） 

◇比較優位： 林業・林産業、木質ﾊﾞｲｵﾏｽ活用、低炭素化 

◎国有林からの払い下げ、共同施業団地の設定 

◎循環型森林経営による安定的な経済基盤と雇用の確保 

◎適切な森林管理の世界的な証「ＦＳＣ森林認証」の取得 

２．持続可能な循環型森林経営～無限の資源づくり～ 

集成材 

木炭 
ｴｯｾﾝｼｬﾙｵｲﾙ 

３．ゼロエミッションの木材利用システム～資源を有効活用し尽くす～ 

薫煙材 

木酢液 

木製商品 

木質ボイラーと地域熱供給システム エコハウス 

木質原料製造施設 

早生樹ヤナギ植栽 

４．木質バイオマス活用による低炭素社会構築～環境モデル都市認定～ 

１．概要 



下川町は ２０３０年までに 「森林未来都市」モデル を実現します。 

産業 
（森林総合産業） 

資源 
（エネルギー完全自給） 

良質な生活 

社会 
（誰もが活躍・安心） 

― 「森林未来都市」モデル ― 

豊かな森林環境に囲まれ、森林で豊かな収入を得て、森林で学び、遊び、 

心身の健康を養い、木に包まれた心豊かな生活をおくることができる町 

小規模分散型の再生可能エネルギーで町内のエ
ネルギー（熱・電気）を完全に自給し、さらに近隣自
治体へのエネルギー燃料供給まで実現します。 

平成30年（2018年）までに 

エネルギー（熱・電気）自給率 １００％ 
を達成します。 

森林で心身の健康を養い、町民の誰もが互助
と協働により快適な暮らしを創造し続ける地域
社会モデルを構築します。 

林業システム、林産システムを革新し、 林業・林産
業における一連のコスト削減と高付加価値化を図り、
木材利用の促進による自立型の収益性確保を実現
します。 

アジア各国の 

小規模山村へ 

パッケージ移出 

森林総合産業 

エネルギー自給と低炭素化 
超高齢化対応社会モデル 

自立・自律する発展基盤 
町独自の研究開発・インキュベーション機能、資金調達・投入手法、チェック
システムを整備します。 

平成27年（2015年）までに 

林業・林産業生産額 年間３０億円 
を達成します。 

平成42年（2030年）までに 

後期高齢者医療給付額 

年間６０万円（一人当たり） 
を達成します。 



木質バイオマス 
エネルギー 
大量生産 

シ
ス
テ
ム
最
適
化 

 
国有林との共同施業 
⇒森林面積拡大 
（一体管理） 

公共施設 
（東京都港区） 

大手企業 
（住宅メーカー） 

地域外 
（石炭混焼等） 

民有林 
（町有林、 
私有林） 

加工流通システムの高度化および高付加価値化 

森林規模拡大 
施業効率・単収の飛躍
的向上 

地域内 
熱電供給 

林地残材 

端材・木くず 

森
林
総
合
産
業
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
経
済
的
自
立 

生産管理の効率化 
高付加価値化 
 ・森林認証材による 
  一般建築用材 
 ・集成材と梱包材 

森林総合産業システムによる経済的自立 

追加的
収益 

エネルギー自給 

町内構造物等 
の木質化 

フォレスト 
センター 

具現化のハブ機関 

研究開発・教育研修機能 

マーケットリサーチ・ 
ニーズ開拓 



◇ 化石燃料価格変動、オイルショックのリスク回避、町民負担軽減、危機に対する安心提供 

◇ エネルギー購入費の町内循環と雇用創出 

木質原料 

民間企業等木質ボイラー 

集住化＋地域熱電併給ｼｽﾃﾑ 

バイオガス発電 

実績 

木
質
原
料 

地域内循環 

地
域
内
循
環 

公共施設 

木質ボイラー 

熱供給 

町営住宅 

個別住宅 

エネルギー自給による雇用創出とリスクマネジメント 

木質原料供給ビジネス化 

太陽光発電 

電力：３億円 

  熱  ：５億円 



◇ 超高齢化による課題・・・生活支援要望、社会的連帯感の希薄化 

◇ コレクティブハウスによる集住化・・・コミュニケーションの増加、協働する機会の増加、 

                        エネルギー自給システムの導入容易化 

エネルギー自給、地域互助・協働による食料自給や新産業創造 

超高齢化と低炭素化を同時解決する自立型コミュニティモデル 

集住化モデルによる自立型コミュニティの構築 

一の橋地区バイオビレッジ構想 

コミュニティレストラン 

ソーシャル・ファーム 

ビジネス 
コレクティブハウス 

特産品開発 

太陽光発電 

小水力発電 

バイオマス熱電併給 



◇ 地域の自立に欠けるもの・・・資金、頭脳、ガバナンス 

◇ 自立・自律機能の確保・・・補助金依存からの脱却、永続的な価値創造 

起業化・ネットワーク構築 

人材育成・教育研修 
知識産業化 

研究開発・技術改良 

② しもかわ未来創造拠点機関 

森林部門 産業部門 農業部門 尐子高齢部門 

① 地域ファンド ③ 下川町豊かさ指標 

・民間事業者・個人等が行う 

 低炭素化機器導入 

・林業・林産業等の新規事業 

・森林文化の醸成 

・高齢者向けコミュニティ・サービス 
 

等に集中投資 

投融資 

出資 

町内外の民間資金 

 

地域ファンド 

¥ 

森林未来都市を具現化する事業 

返済 

配当 
寄付 

永続的な価値創造のための基盤整備 

地域ファンド、しもかわ未来創造拠点、豊かさ指標によ
る 

自立・自律的発展のための基盤整備 

評価 

評価 Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
を
回
し  

な
が
ら
取
組
を
発
展 

 

評価反映 

取組改善 

計画更新 

評価反映 

取組改善 

計画更新 

「森林未来都市」モデルの具現化のための取組 

「誰もが暮らしたいまち」の実現度を評価、定期的な
取組改善を実施。 

インフラ、経済、低炭素等に係る多様な評価指標を
融合し、地域性を加味。 

地域の資源に即したシステムや機器の改良・開発を行い、外部とのネットワーク
を構築し、教育研修や起業化、知識産業化までを担う機関を構築。 

「森林未来都市」モデルを具現化するプロジェクトへ投資するための自
立型資金の確保。寄付、公募債、投資商品等を幅広く想定。 

豊かさ指標 



輝く森林の中に 日本の未来が見える。 


